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ディジタル経済下の製造業のイノベーション活性ダイナミズムの実証分析

(2) －産業の興亡とオープン・イノベーションの役割 

 
○中川正広（横国大/都市大/住友電工）,渡辺千仭（ユヴァスキュラ大学） 

 

 
1 序 電機から自動車への産業構造の変化 

21 世紀はじめの日本、産業構造は大きく変わっ

た。エルピーダメモリの設立と倒産、鴻海精密に

よるシャープ買収に象徴されるように、それまで

隆盛を極めていた電機・IT 産業が急速に衰退し、

代わって自動車産業が興隆に向かった。その姿は

両産業の売上高に如実に現れている（図 1）。 

 
図１．自動車産業と電機産業の売上高の推移 

(2001-2014) 

自動車産業、電機産業の売上高は、科学技術研

究調査報告（総務省）各年度版から「自動車・同

附属品製造業」「電気機械器具製造業」のデータで

ある。本研究では、産業全体のデータは同報告に

よるものである。 

図 1 を見ると、2001 年から 2014 年の期間、電

機産業の売上高は大きく変化していないのに対

し、自動車産業はリーマンショック後の 2年を除

いて成長しつづけていることが確認され、産業の

主役交代を如実に示している。電機産業の衰退に

ついては、新興国との競争や TV の地デジ化、エコ

ポイント制度による市場の先食い、またリスク回

避の投資戦略、市場の変化への不適応などが要因

と考えられている（Wakabayashi 2012, 泉田 2013,

西村 2014,湯之上 2012,湯之上 2013）。自動車産業

の興隆には、新興国の市場拡大とともに環境と IT
投資を積極的に行ったことなどが指摘されてい

る(Cortez et al. 2011)。自動車の環境・IT 投資を具

体例に焦点を当てて見ると、ハイブリッド・電気

自動車(EV)、自動ブレーキ、路車・車車間通信(V2X, 
vehicle to something communication), 自動運転技術

などが挙げられる。これら自動車の技術イノベー

ションには、電気・電子、情報通信技術が多く使

われているが、これらは自動車産業よりは、むし

ろ電機産業や情報通信産業に蓄積されてきたも

のである。したがって、またオープン・イノベー

ションの意義も考慮すると、自動車産業が電機産

業から電気・電子・情報通信技術を受容してイノ

ベーションを起こしていると考えるのは不思議

ではない。 

我々は、21 世紀はじめから現在までの自動車、

特に EV,V2X 関連の技術イノベーションに用いら

れた技術が電機・IT 産業に由来するものかどうか

を検証し、外部技術による成長産業のイノベーシ

ョンのダイナミズムを、代表的な一企業について、

企業内部の詳細な技術開発活動に焦点を当てた

実証分析によって解明する。 
 

2 ケースの選定 

序の最後に述べた実証分析を行うためには、自

動車産業を代表し、かつ技術イノベーションに積

極的な企業を分析対象とする必要がある。 

本研究では、住友電気工業株式会社（住友電工）、

特にその自動車事業部門を分析対象とした。この

事業部門を選定した理由は、(1)自動車事業部門

の売上高、営業利益、研究開発投資のトレンドが

自動車産業全体を代表していること、および(2)

同事業部門が自動車関連の技術開発に積極的な

ことである。 

まず、(1)については、住友電工の自動車事業部

門が、自動車産業の縮図となっていることを示す。 

住友電工には、自動車、情報通信、エレクトロ

ニクス、環境・エネルギー、産業用素材の 5事業

部門があるが、自動車事業部門は、車載電線を中

心に自動車部品を製造・販売しており、事業内容

は自動車産業全体（自動車・同附属品製造業）と

重なるところが大きい。また、売上高、営業利益、

研究開発投資を自動車産業と比較すると、図 2, 

図 3, 図 4 に示すように、ほぼ同じ傾向を示して

いる。 

ここで、住友電工の各事業部門の売上高、営業

利益、および研究開発投資は、各年度の有価証券

報告書に記載の連結決算による。 
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図 2．自動車事業部門（住友電工）と自動車産

業全体の売上高の推移(2001-2014) 

 

図 3．自動車事業部門（住友電工）と自動車産業

全体の営業利益の推移(2001-2014) 

 

図 4．自動車事業部門（住友電工）と自動車産業

全体の研究開発投資の推移(2001-2014) 

 

図 2,図 3 は、自動車業部門の業績が自動車産業

全体の縮図となっていることを示している、図 4

は、自動車事業部門の技術開発への投資行動が、

自動車産業全体と同じ傾向であることを示して

いる。 

次に、(2)技術開発に積極的であることは、特許

生産性から推定される。住友電工の自動車事業部

門の特許生産性（単位技術ストックあたり特許出

願数）は、2001 から 2014 年度の間で自動車産業、

電機産業の代表的企業の中で極めて高い値を示

しているが（中川ら 2016）、これは住友電工の自

動車事業部門が技術開発に積極的であることを

示唆している。 

上記の理由から、住友電工の自動車事業部門は、

自動車産業の技術イノベーションを分析するた

めの適切な事例であると考えられる。 

また、住友電工の情報通信事業部門は、情報通

信用途の電子デバイスを製造・販売しており、電

機産業（電気機械器具製造業）と事業内容が重な

り、自動車事業への技術ドナーとなりうることも

考慮した。 

 

3 仮 説 

序章の最後で提起したように「自動車、特に

EV,V2X 関連のイノベーションが電機・IT 産業か

ら取り込まれた技術によるものかどうかを検証

し、外部技術による成長産業のイノベーションの

ダイナミズムを明らかにする」実証分析のための

仮説を、住友電工の自動車事業部門に即して設定

した。仮説は、外部技術を利用する能力と技術開

発の実際について設けた。外部として、距離の近

い社内他事業部門、同種技術を蓄積している自動

車産業、技術ドナーの候補である電機産業を取り

上げた。 

(1)仮説１：住友電工の自動車事業部門は、外部

（特に自動車産業、電機産業、社内他事業部門）

から技術を受容することができる能力を蓄積し

ている。 

(2)仮説２：住友電工の自動車事業部門は、外部

（特に自動車産業、電機産業、社内他事業部門）

から技術を受容、新技術・新製品を開発している。 

 

4 分析方法 

(1) 仮説 1について 

組織が、外部技術を受容・同化する能力「技術

同 化 能 力 」 は 式 (1) で 表 さ れ る (Griliches 
1980,Watanabe 1999) . 

���� = �
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���
�� ���
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∙ ����........................(1) 

ここで、����は、組織 iのテクノロジーストック

プール s に対する技術同化能力、��は組織 i のテ

クノロジーストック、��のテクノロジープール s

のテクノロジーストックである。テクノロジープ

ールを自動車産業全体、電機産業全体、および情

報通信事業部門として、自動車事業部門の技術同

化能力をそれぞれ求めた。 

まず、定義から 
��
� ≡ � ���

�� ................................(2) 

であるから、
��
�は�� �の時間 t に対する回帰分析

で求めることができる。住友電工の自動車事業部

門、他事業部門および自動車産業、電機産業の研

究開発投資をR&Dデフレータで実質化してテクノ

ロジーストックを計算、線形重回帰分析を行なっ

た。次に、求めた技術同化能力とテクノロジース
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ピルオーバプールから、同化可能なテクノロジー

ストックの大きさを求めた。 

 

（2）仮説 2について 

まず、2001 から 2014 年度の自動車事業部門の

新技術・新製品を広報誌 SEI WORLD から収集した。 

同時に、住友電工（連結子会社含む）が出願人

に含まれる日本国特許庁への特許出願から、発明

者が自動車事業部門に所属するもののうち社内

他事業部門あるいは他社との共同出願・共同発明

を選び出した。発明者の過去の特許出願から、発

明者の知識分野を推定、それぞれの発明者が共同

発明に提供した技術分野を特定した。 

 

5 結 果 

1)自動車事業部門の技術同化能力の推移 

図 5と図 6に自動車事業部門の自動車産業、電

機産業、社内他部門からの技術同化能力と、受容

可能なテクノロジーストックの推移を示す。 

図 5．自動車事業部門の自動車産業、電機産業、

社内他部門の技術同化能力の推移(2001-2014) 

 
図 6．自動車事業部門の自動車産業、電機産

業、社内他部門から受容しうるテクノロジース

トックの推移(2001-2014) 

2)外部技術による技術イノベーション 

自動車事業部門の代表的な新製品(2001-2014)

を表 1に示す。 

 

表 1 自動車事業部門の代表的新技術・新製品 

(2001-2014) 

年度 代表的新技術・新製品 

2001 ・新型車にブランド・コーナーモニターカメラ搭載 

2002 ・車載マルチメディア用高速車載 LAN 実証実験システ

ム開発 

2003 ・HEV 用 Li 電池電極材料開発 

・HEV 用高電圧大電流リレ−開発 

2004 ・車載向けビデオ多重伝送システム 

・渋滞と事故を同時に削減する信号制御方式開発 

2005 ・HEV 用パイプハーネス開発 

・広視野角新型フロントカメラ開発 

2008 ・路車間通信を活用した安全運転支援システム東京お

台場大規模実証実験に参加 

2009 ・自動車用圧粉リアクトル(1) 

・PHV 用充電ケーブル 

2010 ・高周波対応圧粉磁心(1) 

2011 ・小型 HV 用材料納入開始 

・PHV 用充電ケーブル 

・EV 急速充電器用コネクタ付きケーブル(SED-01)の

販売開始 

・北米スマートエネルギー実証試験プロジェクト参画

2012 ・豊田市プロジェクトに、V2H ケーブル(2)、非常用

給電機器供給 

・米インディアナ州での共同実証実験で、車と住宅・

インフラを結ぶ通信システム開発参画(2) 

2013 ・V2H 用ケーブル付きコネクタ販売開始 

2014 ・超小型・薄型ワイヤレス給電モジュール開発 

・EV 車の効率的な充電をサポートするオープングリ

ッド統合プラットフォームを共同開発(2) 

・自動走行研究開発プログラムに参画、「路車協調シ

ステム」の実験施設構築」 

 

次に、住友電工の自動車事業関連の 17,161 件

の特許出願(2001-2014)のうち社内他部門あるい

は他社との共同出願・発明が確認された４件の技

術内容、出願人（外部の技術ドナー）、それぞれの

寄与した技術を表 2に示す。表 2の 1,2 は対応す

る新技術・新製品がすでに発表されている（表 1

の(1)(2)）。 

 

表 2 自動車事業部門の代表的共同発明 
 特許出願、技術の概略（共同出願。発明特許） 

外部出願人（提供した技術分野） 

1 EV 用圧粉磁心（磁性体の部品）の構造・製造技術

（共同出願 25 件,2003-2007 年） 

トヨタ自動車・デンソー（自動車電気技術など）

戸田工業・日油（粉体、有機溶媒など化学） 

産業素材事業部門（焼結部品製造技術） 

2 EV 用給電ケーブル・コネクタ・給電マネジメント

技術（特願 2012-34208） 

情報通信事業部門（電力線通信、データ通信マネ

ジメント、システム・ソフトウェア等） 

3 V2X 用光ビーコン路車間通信技術（特願 2013-

31594） 

オムロン（車載センサ技術） 

4 V2X 用路車歩間通信技術（特願 2012-231608,特願

2012-285843） 

パナソニック、三洋電機（パケッット通信、携帯

電話データ通信） 

情報通信事業部門（データ通信、システム技術）
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6 結 論 

図 5と図 6から、自動車事業部門は、この期間

に技術同化能力を向上させ、外部、特に自動車産

業、電機産業と社内他事業部門からテクノロジー

ストックを受容する能力をもち、継続的に向上さ

せていることがわかる。これによって仮説 1は検

証された。さらに、図 6からは、外部から受容し

うるテクノロジーストックは、自らの投資による

ものよりも大きいことが示されており、オープ

ン・イノベーションが大きな役割を果たしうるこ

とが改めて確認された。 

仮説 2は表 1と表 2によって明らかである。自

動車事業部門は社内外の技術を活用して実際に

EV,V２X の技術イノベーションを進めてきた。ま

た、圧粉磁心の開発には、電機産業だけでなく、

化学産業と産業素材事業部門からも技術を受容

していることがわかる。 

表 2の共同発明をについて技術のドナーと伝播

経路を図示すると、図 7となる。 

 

 
図 7．EV および V2X 開発の技術ドナーと経路 

 

図 7 は、技術のドナーが社内外、産業間に拡が

っていることを示している。これは Grillitsch に
よるオーストリアの自動車産業の分析 (Grillitsch 
2014)と同様に、自動車産業の技術スピルオーバが

近接性よりは多様性を特徴とする Jacob 外部性で

あることを支持していると考えられるが、外部性

についての正確な評価については統計分析に待

たねばならない。 

また、受容した技術が電機・化学という成熟産

業に蓄積された成熟技術であることは注目すべ

きである。自動車（成長）産業は電機・化学（成

熟）産業に市場機会を与え、電機・化学産業は自

動車産業に技術資産を提供することで、両者は共

進している。近年、パナソニックのテスラへの電

池供給など電機産業の自動車産業への参入につ

いての報道が多いが、このような動きは、この命

題を支持しているように思われる。 

これを一般化するならば「成長産業のイノベー

ションは成熟産業とのオープン・イノベーション

によって起こる」あるいは「成熟産業はイノベー

ションの場を成長産業に移すことによって復活

する」ということができる。そこで「成熟産業と

成長産業は技術資産と市場機会を交換すること

で共進する」という命題が可能性として浮上する

が、厳密な検証は今後の研究に待たねばならない。 

また、企業の技術戦略の視点では、成長市場を

梃子とした陳腐化技術の再活性化戦略と捉える

ことができる。企業戦略としては、組織の慣性を

回避したエコシステムへの適応戦略、事業の過度

の傾斜から多様性と成長性を回復する卓越した

レジリエンス機能の発現ということができる。 
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